
市町村財政比較分析表(平成21年度普通会計決算)
福岡県小竹町
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財政構造の弾力性
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[135,705円]
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給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [92.2]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数[10.64人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [17.3%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [121.8%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は

1月31日現在のもの

※グラフ内数値は

1月31日現在のもの

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の

状況

給与水準

（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

小竹町
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

財政力指数

小竹町は、炭鉱の閉山後、人口減少が続いたことや町内に中心となる産業がないことなどから財政

基盤が弱いため、類似団体の平均値を０．１５ポイント下回っている。

今後は、行政改革大綱による歳出削減を継続するとともに、小竹団地における企業誘致を積極的

に行うことで 雇用を拡大し、基幹的収入である税収を増額確保することにより財政基盤の安定を図る。

経常収支比率

経常収支比率は、前年度に比べ４.１％改善しているが、類似団体の平均を１．９％上回っている。

公債費が依然高い水準であることや、し尿、じん芥、消防などの一部事務組合に係る負担金が多

額であることが財政構造を硬直させており、懸念材料となっている。

そのため、一般歳出の削減はもちろんのこと、職員定数の適正化を図るため職員採用数を退職者

の約半数に抑制し、投資的経費を抑制するため公債費に限度額を設けるなど財政健全化に向けた

努力を惜しむことなく財政運営を行っている。

ラスパイレス指数

職員給与の水準を示す、いわゆるラスパイレス指数は、類似団体の平均を１．８ポイント下回っている。

行政改革の一環として、職員採用者数の抑制に努めた結果である。

今後とも、給与水準の適正化に努める次第である。

実質公債費比率

旧産炭地から脱却するため、小竹駅周辺開発事業（平成１１年度～平成１３年度、ＪＲ小竹駅及びその周

辺道路整備など）及び鉱害復旧事業最終期（平成１３年度～平成１５年度）その他公共事業に係る起債発

行が増大した結果、多額の地方債を背負うこととなり、実質公債費比率が類似団体の平均に比べ３．４％

高くなっている。

現在は、投資的経費を抑制するため公債費に限度額を設けるなどして、財政規律を確保しつつある。

将来負担比率

将来負担比率は、前年度に比して ２０．０％改善した。借入金額が償還金を下回ったことと、し尿、じん芥、

消防などの一部事務組合が起こした地方債残高が減少したことが要因である。しかしながら、類似団体に

比して依然として ４８％も上回っており、今後とも、将来負担の軽減に向け努力を惜しまない所存である。

人口１，０００人当たり職員数

人口１,０００人当たりの職員数は、類似団体の平均を１．４０人下回っている。行政改革の一

環として、職員採用者数の抑制に努めた結果である。今後とも、定員の適正化に努める。

人口一人当たり人件費・物件費等決算額

人口一人当たりの人件費・物件費等決算額は、類似団体の平均を大きく下回っている。行政

改革の一環として、徹底した経費の削減を行った結果である。今後とも、当該経費の適正化に

努める。


